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（出資承継勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 2,446,691,951

前払費用 282

未収収益 163,835

未収入金 260,898

前払金 360,086

　　　　流動資産合計 2,447,477,052

Ⅱ　固定資産

　　投資その他の資産

投資有価証券 4,467,758,686

関係会社株式 800,972,443

長期前払費用 217

投資その他の資産合計 5,268,731,346

　　　　固定資産合計 5,268,731,346

　　　　　資産合計 7,716,208,398

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 6,643,488

未払法人税等 13,680

預り金 235,478

引当金

　賞与引当金 2,441,132 2,441,132

　　　　流動負債合計 9,333,778

Ⅱ　固定負債

引当金

　退職給付引当金 59,554,754 59,554,754

　　　　固定負債合計 59,554,754

　　　　　負債合計 68,888,532

資本の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 7,863,671,779

日本政策投資銀行出資金 1,000,000,000

　　　　資本金合計 8,863,671,779

Ⅱ　繰越欠損金

当期未処理損失 1,216,351,913

　（うち当期総損失 134,198,308 ）

　　　　繰越欠損金合計 1,216,351,913

　　　　　資本合計 7,647,319,866

　　　　　負債資本合計 7,716,208,398

貸借対照表
（平成18年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

経常費用

経営基盤強化業務費

投資有価証券評価損 112,144,721

関係会社株式評価損 370,876,591

役員給 177,230

給与賞与諸手当 28,250,408

法定福利費 2,456,023

賞与引当金繰入額 2,075,450

その他経営基盤強化業務費 6,171,680 522,152,103

一般管理費

役員給 442,991

給与賞与諸手当 3,676,101

法定福利費 1,011,397

賞与引当金繰入額 365,682

業務委託費・報酬費 2,353,427

賃借料 1,895,884

その他一般管理費 1,978,426 11,723,908

経常費用合計 533,876,011

経常収益

投資有価証券売却益 278,449,000

出資金収益 142,578,742

財務収益

受取利息 706,847 706,847

雑益 407,691

経常収益合計 422,142,280

　　経常損失 111,733,731

臨時損失

投資有価証券売却損 22,451,232

臨時損失合計 22,451,232

臨時利益

退職給付引当金戻入益 10,595

臨時利益合計 10,595

税引前当期純損失 134,174,368

法人税、住民税及び事業税 13,680

過年度法人税、住民税及び事業税 10,260 23,940

当期純損失 134,198,308

当期総損失 134,198,308

損益計算書
（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
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（出資承継勘定）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

商品又はサービスの購入による支出 △ 13,838,769

人件費支出 △ 48,096,290

出資事業支出 △ 527,500,000

出資事業収入 1,014,239,267

その他の業務収入 402,494

　　小計 425,206,702

利息及び配当金の受取額 567,176

法人税等の支払額 △ 10,260

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 425,763,618

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 5,900,000,000

定期預金の払戻による収入 5,100,000,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 800,000,000

Ⅲ　資金減少額 △ 374,236,382

Ⅳ　資金期首残高 820,928,333

Ⅴ　資金期末残高 446,691,951

（単位：円）

キャッシュ・フロー計算書
（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 1,216,351,913

当期総損失

前期繰越欠損金

Ⅱ　次期繰越欠損金 1,216,351,913

損失の処理に関する書類

（平成１８年７月２６日）

1,082,153,605

134,198,308
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（出資承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

経営基盤強化業務費 522,152,103

一般管理費 11,723,908

臨時損失 22,451,232

法人税、住民税及び事業税 13,680

過年度法人税、住民税及び事業税 10,260 556,351,183

（２）（控除）自己収入等

投資有価証券売却益 △ 278,449,000

出資金収益 △ 142,578,742

財務収益 △ 706,847

雑益 △ 407,691

臨時利益 △ 10,595 △ 422,152,875

業務費用合計 134,198,308

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 236,073

Ⅲ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 139,186,990

Ⅳ　(控除)法人税等及び国庫納付額 △ 23,940

Ⅴ　行政サービス実施コスト 273,597,431

行政サービス実施コスト計算書
（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
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Ⅰ 重要な会計方針 

 
 

１．引当金の計上基準 
 賞与引当金 
役員及び職員等に対する賞与の支払にあてるため、将来の支払見込額のうち当期

に発生した額を計上しております。 
 

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づいて計上しております。 
数理計算上の差異は、発生事業年度に全額費用処理しております。 

 

３．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 関係会社株式 
移動平均法に基づく原価法（持分相当額が下落した場合には持分相当額）によっ

ております。 
（２） その他有価証券 
時価のない株式については、移動平均法に基づく原価法によっております。 

     なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 
 

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 
 10年利付国債の平成 18年 3月末利回りを参考に、1.77％で計算しております。 

 

５．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 
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Ⅱ 注記事項 

［貸借対照表関係］ 
 保証債務等 
    独立行政法人都市再生機構が承継した地域振興整備債券 109,510,000,000円 
   について、連帯して債務を負っております。 
 

［損益計算書関係］ 
１．その他経営基盤強化業務費の内訳は、次のとおりであります。 

旅費交通費 369,805円
業務委託費・報酬費 460,354円
通信運搬費 480円
賃借料 4,699,631円
水道光熱費 144,600円
雑費 496,810円

合計 6,171,680円

 

２．その他一般管理費の内訳は、次のとおりであります。 
嘱託・臨時職員給与 151,710円
福利厚生費 149,196円
旅費交通費 284,711円
通信運搬費 326,952円
保険料 1,882円
水道光熱費 55,701円
保守修繕費 275,730円
租税公課 84,570円
消耗品・備品費 353,058円
雑費 177,005円
研修活動費 10,096円
諸謝金 67,828円
印刷製本費 39,987円

合計 1,978,426円
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［キャッシュフロー計算書関係］ 
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 2,446,691,951円
定期預金 △2,000,000,000円

資金期末残高 446,691,951円
 

［行政サービス実施コスト計算書関係］ 
引当外退職給付増加見積額 236,073円については、国からの出向職員に係るものであります。 

 

［退職給付関係］ 
１．採用している退職給付制度の概要 
確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 
① 退職給付債務 △83,316,272円 
② 年金資産 23,761,518円 

③ 未積立退職給付債務 
（①＋②） 

△59,554,754円 

④ 未認識数理計算上の差異 0円 
⑤ 未認識過去勤務債務 0円 

⑥ 退職給付引当金 
（③＋④＋⑤） 

△59,554,754円 

 

３．退職給付費用に関する事項 
① 勤務費用 3,587,434円 
② 利息費用 1,634,096円 
③ 期待運用収益 △973,947円 
④ 数理計算上の差異の費用処理額 △4,258,178円 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額 0円 
⑥ 退職手当 0円 

⑦ 退職給付費用 
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

△10,595円 

（注１） 勤務費用から、厚生年金基金に対する役職員等拠出額を控除 
     しております。 
（注２） 数理計算上の差異の費用処理額には、勘定間の人員異動に 
伴う増減も含まれております。 
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（注３） 退職手当は、引当外退職給付に係る当期の支給額であります。 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
① 退職給付見込額の期間按分方法   期間定額基準 
② 割引率                    2.0％ 
③ 期待運用収益率              5.2％ 
④ 数理計算上の差異の処理年数     発生事業年度に全額費用処理  

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

投資事業有限責任組合契約により、組合から出資履行請求を受けた際に契約で定め

られた出資約束金額を限度に出資を行う義務を負っているが、このうち未だ請求がなく、

未履行の金額は、697,500,000円であります。 
 

Ⅳ 重要な後発事象 

該当ありません。 
 



附属明細書

（単位　：　円）

当期償却額

投資有価証券 4,668,066,164 670,078,742 870,386,220 4,467,758,686 4,467,758,686

関係会社株式 1,171,849,034 21,725,674 392,602,265 800,972,443 800,972,443

長期前払費用 － 217 － 217 217

計 5,839,915,198 691,804,633 1,262,988,485 5,268,731,346 5,268,731,346

２．たな卸資産の明細

　　該当ありません.。

３．有価証券の明細
（１）流動資産として計上された有価証券

     該当ありません。

（２）投資その他の資産として計上された有価証券 （単位　：　円）

区　分 銘柄 取得価額
純資産に持分
割合を乗じた
価額

貸借対照表計
上額

当期費用に含ま
れた評価差額

㈱星の降る里芦別 － △ 965,434,641 － －

㈱マイントピア別子 50,000,000 52,757,426 50,000,000 －

㈱あいおいアクアポリス 215,338,370 24,165,000 24,165,000 △ 191,173,370

㈱今治繊維リソースセンター 196,899,188 226,978,198 196,899,188 －

㈱大阪繊維リソースセンター 145,673,861 △ 23,931,700 － △ 145,673,861

㈱繊維リソースいしかわ 163,971,701 108,216,667 108,216,667 △ 55,755,034

㈱浜松ファッション・コミュニティセンター 421,691,588 424,706,342 421,691,588 －

計 1,193,574,708 △ 152,542,708 800,972,443 △ 392,602,265

種類及び銘柄 取得価額 時価
貸借対照表計
上額

当期損益に含ま
れた評価損益

摘要

㈱井波木彫りの里 150,000,000 － 43,779,815 △ 106,220,185

国際ファッションセンター㈱ 650,000,000 － 650,000,000 －

㈱テクノエクセル － － － －

㈱ﾎﾟﾘｭｰｼｮﾝｻｲｴﾝｼｨｽﾞ研究所 － － － －

㈱協真エンジニアリング 27,300,000 － 27,300,000 －

㈱アニモ 1,650,000 － 1,650,000 －

スカラ㈱ 30,000,000 － 30,000,000 －

ディスクウェア㈱ 750,000 － 750,000 －

㈱ネオテニー 818,000 － 818,000 －

㈱ニュークリアス 1,500,000 － 1,500,000 －

ネットイヤーグループ㈱ 11,092,000 － 11,092,000 －

㈱プロテイン・エクスプレス 37,500,000 － 37,500,000 －

㈱トランスサイエンス 4,800,000 － 4,800,000 －

㈱ジェネティックラボ 30,000,000 － 30,000,000 －

ｱｲ･ﾃｨ･ﾆｾﾝ投資事業有限責任組合 742,017,303 － 667,808,651 △ 74,208,652

ﾃｨ･ｴﾑ･ｷｬｯﾌﾟ･ﾆｾﾝ投資事業有限責任組合 677,639,777 － 1,009,901,807 332,262,030

ワークス投資事業有限責任組合 472,221,973 － 475,943,548 3,721,575

ミレニア二千投資事業有限責任組合 336,938,340 － 284,287,717 △ 52,650,623

大阪ライフサイエンス投資事業有限責任組合 250,234,726 － 221,653,255 △ 28,581,471

東京投資育成産学連携１号投資事業有限責任組合 480,433,652 － 463,734,031 △ 16,699,621

がんばれ日本企業ファンド１号投資事業有限責任組合 526,504,358 － 505,239,862 △ 21,264,496

計 4,431,400,129 － 4,467,758,686 36,358,557

5,268,731,129

（注） 関係会社株式の「当期費用に含まれた評価差額」欄に記載された金額は、前期に計上された評価損21,725,674円の戻入益は相殺されて
　　　 おりません。

その他有価
証券

貸借対照表計上額合計

その他有価証
券評価差額

－

－

－

－

－

－

摘要

投資その他
の
資産

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引期末残高摘要

－

－

－

－

－

－

－

－

－

減価償却累計額

－

関係会社株
式

－

－

－

－

－

－
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４．事業貸付金の明細

　　該当ありません。

５．長期借入金の明細

　　該当ありません。

６．債券の明細

　　該当ありません。

７．引当金の明細 （単位　：　円）

賞与引当金 2,441,132
計 2,441,132

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　該当ありません。

９．退職給付引当金の明細 （単位　：　円）
期末残高 摘要
83,316,272
36,243,061
47,073,211

-

23,761,518
59,554,754

１０．法令に基づく引当金等の明細

　　　該当ありません。

１１．保証債務の明細
（単位　：　円）
保証料収益

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額
独立行政法人
都市再生機構
が承継した地
域振興整備債
券に対する保
証債務

-    130,980,000,000 -    -                  -    21,470,000,000 -    109,510,000,000 -                      

計 -    130,980,000,000 -    -                  -    21,470,000,000 -    109,510,000,000 -                      

区　分 期首残高

2,500,784

△ 10,595
4,370,475

4,359,880
2,759,136
1,600,744

2,500,784

-

△ 661,287
3,543,597

2,882,310
2,171,324
710,986

当期減少額

2,441,132 2,500,784

-

-

-

目的使用 その他

18,729,756
63,108,946

当期増加額

2,441,132

期首残高 当期増加額 当期減少額

当期増加 当期減少 期末残高

81,838,702
35,655,249

区　分
期首残高

退職一時金に係る債務

年金資産
退職給付引当金

未認識過去勤務債務及び未認識数
理計算上の差異

期末残高 摘要

厚生年金基金に係る債務 46,183,453

区　分
退職給付債務合計額

-2,500,784
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１２．資本金及び資本剰余金の明細 （単位　：　円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要
7,863,671,779 - - 7,863,671,779
1,000,000,000 - - 1,000,000,000

計 8,863,671,779 - - 8,863,671,779
資本剰余金 - - - -

１３．積立金の明細

  　　該当ありません。

１４．目的積立金の取崩しの明細

　　  該当ありません。

１５．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　  　該当ありません。

１６．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　  　該当ありません。

１７．役員及び職員の給与の明細

　  　法人合算の附属明細書に記載しております。

１８．その他の資産、負債、費用及び収益の明細

　　  該当ありません。

１９．信用基金の運用状況の明細

　　　該当ありません。

２０．セグメント情報

　　  当勘定は、単一セグメントにより事業を行っているため記載を省略しております。

区　　分

資本金
政府出資金
日本政策投資銀行出資金

－ 218 －
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